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同和問題の早期解決をはじめ人権問題解決のための取組みの推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚くお礼申し上げます。

大阪府及び府内市町村においては、同和問題の早期解決を行政の重要課題として位置づけ、国の特別措置法や同和対策審議会答申等に基づき、同和対策事業を集中的に展開してまいりました。

その結果、かつての同和地区の劣悪な状況は大きく改善されたところであります。しかしながら、平成１２年度に大阪府が実施した同和地区実態等調査や平成１７年度の人権問題に関する府民意識調査によると、教育や労働の課題等が残されているとともに、府民の差別意識の解消が十分に進んでおらず、部落差別事象も跡を絶たない等、同和問題が解決されたとはいえない状況にあります。

このことから、平成８年の地対協意見具申が指摘するように、国及び地方公共団体は、「部落差別が現存するかぎりこの行政は積極的に推進されなければならない」とする昭和４０年の同対審答申の精神とこれまでの成果を踏まえつつ、それぞれがその責務を自覚し、一致協力して、課題解決に向けて積極的に取り組んでいく必要があります。

地対協意見具申においては、２１世紀は「人権の世紀」とも呼ぶことができ、同和問題など様々な人権問題の解決は国際的な責務であり、今後は、同和問題を人権問題という本質からとらえ、解決に向けて努力する必要があることなどの基本方向や、重点施策の方向として、教育及び啓発の推進、人権侵害による被害の救済等の対応の充実強化などが示されました。

この意見具申を踏まえ、教育・啓発、人権侵害の救済などに係る施策の推進を目的とした「人権擁護施策推進法」が平成９年３月に施行され、「人権擁護推進審議会」において人権啓発や人権侵害の被害者救済についての検討が行われ、平成１１年７月には教育・啓発に関する施策についての答申が出されるとともに、平成１２年１２月には「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行され、平成１４年３月には同法に基づき「人権教育・啓発に関する基本計画」が策定されております。

さらに、人権擁護推進審議会において、平成１３年５月には人権侵害による被害者の救済に関する施策についての答申、同年１２月には人権擁護委員制度の改革についての追加答申が出され、第１５４回通常国会に「人権擁護法案」が提出されました。その後、第１５７回臨時国会における衆議院解散にともない同法案は廃案となったところでありますが、真に独立性・実効性・専門性を備えた人権救済機関・救済制度の確立を図るための早期の法律制定が求められております。

大阪府においては、平成１０年１０月に制定した「大阪府人権尊重の社会づくり条例」に基づき、平成１３年３月に「大阪府人権施策推進基本方針」を策定し、人権意識の高揚を図るための施策、人権擁護に資する施策の推進を図っています。さらに、同年９月の大阪府同和対策審議会答申に基づき、今後の同和問題解決のための施策について、「すべての人の人権が尊重される豊かな社会の実現を目指し、周辺地域と一体となったコミュニティの形成を図ること」を基本目標として、①府民の差別意識の解消・人権意識の高揚を図るための諸条件の整備　②同和地区出身者の自立と自己実現を達成するための人権相談を含めた諸条件の整備　③同和地区内外の住民の交流を促進するための諸条件の整備を、人権尊重の観点に立った一般施策により図っているところであり、また、市町村においても各々の実情に即した同様な施策の推進を図っておりますが、これまでの取組みの成果を損なうことなく円滑に進めるには、国における施策の充実や必要な財源の確保が不可欠であります。

「人権の世紀」といわれる２１世紀を現実のものとするため、同和問題など様々な人権問題の早期かつ根本的な解決に向け、国におかれては人権教育・啓発に関する施策のより一層の推進や人種差別撤廃条約の実効性の確保をはじめ、ＩＬＯ第１１１号条約、国際人権規約第一選択議定書等の人権関係諸条約の早期批准に取り組まれるとともに、必要な財源の確保を図るなど、以下の措置を講じられるようお願い申し上げます。
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総務省
１　インターネット等を利用した差別行為の防止対策について
（１）高度情報化社会の進展に伴い、インターネット等を悪用して、同和地区の名称、所在地等の情報を流布したり、特定個人・団体や不特定多数を誹謗・中傷するなど悪質な差別事象が多数発生しています。

特に不動産物件の周辺地情報に関して、同和地区の所在地等の情報を掲示板に書き込む等の事例も多数発生しています。

こうした状況を踏まえ、人権尊重の視点に立ち、現行法では対応できない差別表現の取扱いについて、事業者が自主的な基準を設置するべく努力義務を定めた法制度を創設するとともに、差別行為及び差別助長行為の防止に向けたプロバイダー責任制限法の改正などの有効な法規制の措置を講じてください。また、関係団体に対しても自主規制を強化するよう指導してください。
（２）インターネット上での街並み画像閲覧サービスや、航空写真画像に古地図を重ね合わせる機能が提供されているサービスなどについては、そのサービスを悪用した人権侵害などが危惧されているところです。

　こうした状況を踏まえ、現状把握に努められるとともに、適切な措置を検討してください。
２　本人通知制度等の不正請求の防止対策について

住民基本台帳法の改正により、住民票の写し等の交付を請求できる場合を限定し、住民票の写し等を交付する際の本人確認について規定するとともに、不正の手段により交付を受けた者に対する制裁を強化するなどの制度改正が平成２０年５月から施行されましたが、従前より委任状を偽造した不正請求事件も発生しており、今後とも個人情報保護を徹底させるための制度充実や取組みの強化が求められています。

不正請求の防止のため、大阪府では、府が市町村の意見を踏まえながら、本人通知制度〔事前登録制〕を本年２月に市町村に提示し、６月から一部の市町村で運用が開始されていますが、抑止効果をさらに高めていくには、統一的な実施ができるよう本人通知制度の法制化を行い、全国すべての市町村で導入されることが必要です。
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こうしたことから、以下の点について、必要な措置を講じてください。

（１）不正請求の防止を徹底させるため、住民票の写し等の交付の事実を被交付請求者へ通知する本人通知制度の法制化とともに、交付請求者の氏名等の情報を被交付請求者に開示することができるよう必要な措置を講じてください。
（２）偽造委任状による不正請求が後を絶ちません。偽造委任状による不正請求を防止するため、委任状の確認方法等を統一するなど、有効な措置を講じてください。
（３）特定事務受任者（８業士）の「職務上請求書」の適正使用など住民票の写し等の厳正な取扱いについて、関係団体に対し、なお一層の徹底を図られるとともに、不正使用の再発防止に向けて必要な措置を講じるよう働きかけてください。また、「職務上請求書」の様式を統一してください。

併せて、人権尊重の観点から住民票の写し等の厳正な取扱いの重要性について関係団体に対し一層の啓発に努めてください。

３　外国人住民をめぐる法改正について

「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する等の法律」及び「住民基本台帳法の一部を改正する法律」の施行にあたり、住民の権利と義務において国籍による不利益や差別的な取扱いがないよう、特に人権に配慮した運用となるよう要望します。

また、統計情報について、国の制度において、都道府県・市町村レベルでの実態把握や活用ができるよう整備してください。
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法務省
１　人権教育・啓発に関する施策の推進及び地方公共団体に対する財政支援の充実、並びに実効性のある人権救済に関する法制度の確立について
平成１２年１２月に、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行され、平成１４年３月には同法律に基づき「人権教育・啓発に関する基本計画」が策定されたところです。これらに基づき、着実かつ効果的な人権教育・啓発の推進とともに、地方公共団体に対する財政支援のより一層の充実を図ってください。

また、内閣府・文部科学省と連携し、人権教育・啓発に関する施策のより一層の推進に努めてください。

さらに同和問題など人権問題に関する教育及び啓発を推進し、支援する公益法人である（財）人権教育啓発推進センターの充実強化を図ってください。

人権擁護推進審議会から出された平成１３年５月の人権侵害による被害者の救済に関する施策についての答申、同年１２月の人権擁護委員制度の改革についての追加答申を踏まえ、第１５４回通常国会に「人権擁護法案」が提出されましたが、その後、第１５７回臨時国会における衆議院解散（平成１５年１０月）に伴い同法案が廃案となって４年が経過しました。その間も様々な人権侵害が多発し、絶えることがありません。

ついては、人権侵害による被害者を実効的に救済するための制度を早急に確立するため、真に独立性、迅速性、専門性を備えた実効性のある人権救済に関する法制度の確立や地域レベルにおける人権侵害に対して、迅速かつ効果的にきめ細かく対応できるよう、地方人権委員会の組織化など法的措置を早急に講じてください。

なお、大阪府部落差別調査等規制等条例違反の部落差別調査事件など、具体的な差別事象を踏まえた施策の充実が図られるよう配慮してください。

２　本人通知制度等の不正請求の防止対策について

戸籍法の改正により、戸籍謄本等の交付を請求できる場合を限定し、戸籍謄本等を交付する際の本人確認について規定するとともに、不正の手段により交付を受けた者に対する制裁を強化するなどの制度改正が平成２０年５月から施行されましたが、従前より委任状を偽造した不正請求事件も発生しており、今後とも個人情報保護を徹底させるための制度充実や取組みの強化が求められています。

不正請求の防止のため、大阪府では、府が市町村の意見を踏まえながら、本人通知制度〔事前登録制〕を本年２月に市町村に提示し、６月から一部の市町村で運用が開始されていますが、抑止効果をさらに高めていくには、統一的な実施ができる
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よう本人通知制度の法制化を行い、全国すべての市町村で導入されることが必要です。

こうしたことから、以下の点について、必要な措置を講じてください。

（１）不正請求の防止を徹底させるため、戸籍謄本等の交付の事実を被交付請求者へ通知する本人通知制度の法制化とともに、交付請求者の氏名等の情報を被交付請求者に開示することができるよう必要な措置を講じてください。
（２）偽造委任状による不正請求が後を絶ちません。偽造委任状による不正請求を防止するため、委任状の確認方法等を統一するなど、有効な措置を講じてください。

（３）特定事務受任者（８業士）の「職務上請求書」の適正使用など戸籍謄本等の厳正な取扱いについて、関係団体に対し、なお一層の徹底を図られるとともに、不正使用の再発防止に向けて必要な措置を講じるよう働きかけてください。また、「職務上請求書」の様式を統一してください。

併せて、人権尊重の観点から戸籍謄本等の厳正な取扱いの重要性について関係団体に対し一層の啓発に努めてください。

３　インターネット等を利用した差別行為の防止対策について
（１）高度情報化社会の進展に伴い、インターネット等を悪用して、同和地区の名称、所在地等の情報を流布したり、特定個人・団体や不特定多数を誹謗・中傷するなど悪質な差別事象が多数発生しています。

特に不動産物件の周辺地情報に関して、同和地区の所在地等の情報を掲示板に書き込む等の事例も多数発生しています。

こうした状況を踏まえ、人権尊重の視点に立ち、現行法では対応できない差別表現の取扱いについて、事業者が自主的な基準を設置するべく努力義務を定めた法制度を創設するとともに、差別行為及び差別助長行為の防止に向けたプロバイダー責任制限法の改正などの有効な法規制の措置を講じてください。また、関係団体に対しても自主規制を強化するよう指導してください。

（２）インターネット上での街並み画像閲覧サービスや、航空写真画像に古地図を重ね合わせる機能が提供されているサービスなどについては、そのサービスを悪用した人権侵害などが危惧されているところです。
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こうした状況を踏まえ、現状把握に努められるとともに、適切な措置を検討してください。

４　土地に関する差別調査への対応について

　　土地の購入やマンションの開発等の候補地調査において、部落差別につながる情報の収集・報告が行われていたことが判明し、同和地区に対する忌避意識、差別意識を助長することが懸念されるため、現在、大阪府では実態の把握・解明に努めているところです。

　　ついては、このような調査は全国で行われていると考えられるため、現状及び実態を把握されるとともに、再発防止に向けた適切な措置を講じてください。

５　外国人住民をめぐる法改正について

「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する等の法律」及び「住民基本台帳法の一部を改正する法律」の施行にあたり、住民の権利と義務において国籍による不利益や差別的な取扱いがないよう、特に人権に配慮した運用となるよう要望します。

また、統計情報について、国の制度において、都道府県・市町村レベルでの実態把握や活用ができるよう整備してください。
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外務省
国際人権基準の啓発・普及の促進及び（財）アジア・太平洋人権情報センターの支援について

「世界人権宣言」や「国際人権規約」、「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約（人種差別撤廃条約）」等の国際人権基準の積極的な啓発・普及を図るとともに、それらの趣旨が国の諸施策に反映されるよう配慮してください。

また、アジア・太平洋地域における人権の伸長を図るため、国際人権基準の啓発・普及にも取り組む（財）アジア・太平洋人権情報センターについて、より広範な事業展開が行えるよう支援してください。
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文部科学省
１　同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向けた教育施策の充実について

（１）高校奨学金の都道府県移管、独立行政法人日本学生支援機構への業務の移行に伴う奨学金事業の運営について、以下の点に留意してください。

①　独立行政法人日本学生支援機構から都道府県に移管された高校奨学金制度については、貸付実績額が増加傾向にあることや、償還の滞納による不良債権の発生が予想されることから、これらに対し、都道府県の負担が生じないよう所要の財政的措置を講じてください。

②　また、同法人が実施する大学等奨学金貸与制度については、経済的な理由により進学を断念せざるを得ない状況が生じないよう有資格者の全員採用、成績条項の撤廃及び入学資金制度の充実等の制度改善を図ってください。

（２）同和問題をはじめ、人権教育上、特別な配慮を必要とする児童生徒の実態を踏まえ、学力向上、進路保障等の教育課題に対応するため教職員の定数増を行ってください。

（３）人権教育促進事業は、国の補助金廃止に伴い、平成１６年度から地方交付税による財源措置がなされたところですが、今後とも、同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向けた事業の充実が図られるよう努めてください。
特に識字学級については、今後とも施策水準を向上させるよう、新たにモデル事業の創設など特段の措置を講じてください。

（４）大学においては、同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向けた人権教育に係る講座、科目を設置し、積極的に実施するよう指導するとともに、特に教員養成機関においては必修としてください。

（５）人権教育を担う人材の養成のための高等教育機関の設置について

今後、人権教育を体系的、計画的に推進していくためには、様々なレベル
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の指導者の養成が必要となりますが、とりわけ、人権研修・啓発のプランナーやそれらを養成する指導者、専門的な研究を行う指導者の養成機関として、夜間大学院（大学院大学）など、社会人の再教育も視野に入れた高等教育機関の設置について、検討を進めてください。

２　大学卒業生等の就職に係る公正な採用選考の取り組みについて

大学卒業生等の採用応募・選考時における就職差別につながる問題事象について、解消に向けた具体的な取り組みが行われるよう、全国の大学等に対して強く要請するなど、特段の働きかけを講じてください。
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厚生労働省
１　住民主体の地域福祉を進め、共に支え合う地域社会が実現できるよう、以下の諸点について特段の配慮をしてください。

（１）市町村地域福祉計画の策定に係る支援について

　　　　市町村地域福祉計画の策定・改定にあたっては、市町村による基礎的調査の実施等により、地域性や地域住民のニーズに応じた計画の策定・改定が図られるよう、支援策を講じてください。

（２）日常生活自立支援事業における補助基準の緩和等について

　　　　日常生活自立支援事業について、低所得者に配慮した利用料体系の設定が可能となるよう、生活保護世帯に加え、住民税非課税世帯に係る生活支援員の人件費についても補助対象とするなど、補助基準の緩和を行ってください。

併せて、専門員及び生活支援員の研修に係る技術的支援を強化されるとともに、財政的支援を行ってください。

なお、利用者等に対するきめ細やかな相談窓口体制の整備が図られるよう、補助基準の設定について配慮してください。

２　施設等の整備促進及び円滑な運営並びに人材の確保について

　　社会福祉施設等の整備促進及び円滑な運営並びに福祉・保健に係る人材の確保ができるよう、以下の点について特段の配慮してください。

（１）隣保館における財政措置等の充実について

　　　　隣保館において、今後とも地域に開かれたコミュニティセンターとして各種の相談事業や人権課題の解決のための各種事業が、市町の実情に沿って総合的に実施できるよう引き続き必要な財政措置等を講じてください。

　　　　また、地方改善施設整備事業についても、十分な財政的措置等を講じてください。

　　　　さらに、地域のさまざまなニーズに対して、一般施策の幅広い活用が可能となるよう具体的な一般施策活用事例等を取りまとめてください。

（２）府・市町村の保健師の配置について、地域の実情を考慮した財政措置を図ってください。
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３　障がい者自立支援施策の一層の推進について

　　障害者自立支援法に基づく制度が、その理念である「障害者が地域で暮らせる社会に～自立と共生の社会を実現」を目指し、障害者の地域での自立した生活を真に支援するものとなるよう、以下の措置を講じてください。

（１）障がい者の福祉サービスの一元化について

　　　障がいの種別に関わらない福祉サービスの一元的な提供という障がい者自立支援制度の理念に基づき、法の附則や国会の附帯決議でも盛り込まれている発達障がい者・難病患者などを含め、すべての障がい者が必要とするサービスを利用できる普遍的な仕組みの確立に向けて、引き続き積極的な検討を進めてください。

また、制度の見直しの検討にあたっては、制度運用上の課題等について、今後とも障がい当事者をはじめ実施主体である地方公共団体との十分な協議を行ってください。

（２）障がい者の所得確保と適切な利用者負担制度について

　　障害者自立支援法に基づく制度が、真に障がい者の自立を促進するものとなるよう、国会での附帯決議等を十分に踏まえ、障がい者の生活の安定を図るため、障がい基礎年金の増額など所得保障制度を充実するともに、障がい者雇用を進めるための法制の強化や就労支援策の充実など、障がい者の所得確保についての検討を早急に行ってください。

また、特別対策・緊急措置による利用者負担の更なる軽減策の実施効果など、利用者負担やサービス利用の実態について十分に検証するとともに、引き続き障がい者が安心して必要なサービスを受けることができるよう配慮してください。
（３）障害者自立支援法に基づく障がい者の就労支援にかかる法制度の強化及び施策の整備について

　　　　障害者自立支援法における障がい者の雇用・就労による自立・社会参加を図るため、「障がい福祉計画」の目標達成に向けた必要な各種法制度、施策の整備や財源確保など就労支援の抜本的強化を図ってください。

（４）障がい者相談支援事業の実施について

　　市町村が実施する障がい者相談支援事業の実施にあたっては、３障がいの特性に応じた複数の相談支援拠点の確保や出張相談、ピアサポート等、多様なニーズへの対応など、重層的な支援体制が設けられるよう、必要な財源措
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置を講じてください。
（５）障がい程度区分認定システムの見直しについて

　　　　障がい程度区分の認定システムについては、障がい者の人権に十分配慮の上、知的障がいや精神障がいなど、障がいの種別及び特性を十分に踏まえた仕組みとなるよう、現行システムにおける認定の状況、特に二次判定での区分認定の変更や審査請求に至ったケースなどの状況を十分検証した上で、必要な見直しを行ってください。

さらに、見直しに当たっては、地方公共団体等関係団体の意見を十分に聴取するとともに、その検討状況を明らかにしてください。

（６）事業者の安定的な経営と良質なサービス提供の確保について

　　　　事業所における人員配置基準やサービスの報酬額については、事業者の激変緩和対策をはじめとする特別対策事業の実施効果を十分検証の上、特別対策事業終了後も、事業者の安定的な経営と利用者に対する良質なサービス提供を確保できる水準となるよう、引き続き必要な見直しを行ってください。

また、サービス提供事業者が下位級地の市町村への参入を控えることが課題となっていますが、障がい者の身近な地域において均衡のとれたサービス提供基盤の整備を促進するため、サービス水準の地域間格差の均てん化を図ることができるよう、大阪府内全域を大都市にふさわしい級地区分に統一してください。

（７）サービス支給に必要な財源の確保について

　　　　障がい者自立支援制度の安定的な運営が図られるよう、また、地方に過度の財政負担をもたらすことなく障がい者のニーズに沿った柔軟なサービス提供が行われるよう、国庫負担基準における「従前額保障」については、これを継続することとし、サービス支給実績に応じた確実な財源措置が行われるよう、配慮してください。

さらに、地域生活支援事業についても、地域の特性や利用者の状況に応じた事業が確実に実施できるよう事業の実施状況やその効果を十分に検証し、必要なサービスが確実に行きわたるよう補助枠の拡大を図るとともに、サービス支給実績や地域の特性に応じた確実な財源措置を行ってください。
（８）グループホーム等の報酬基準等の見直しについて

　　　　就労等の日中活動が行われていない休日においては、グループホーム・ケアホームの利用者はホームで過ごされており、この間の適切なサービス提供
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が可能となるよう休日の日中活動にかかる報酬の加算を新設してください。

　　　　また、身体障がい者グループホーム・ケアホームの制度化にあたっては、障がいの特性に応じた身体介護を受けることができるよう、適切な人数の生活支援員の配置若しくは、柔軟なホームヘルプサービスの利用について配慮してください。

（９）障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業（基金事業）につい　　て

　　　　事業者に対する安定化等を図る措置、新法への移行等のための円滑な実施を図る措置として実施されている基金事業については、平成２３年度まで延長が行われたところですが、事業の運営及び要件並びにメニューごとの限度額の設定等について地方で柔軟な取扱いができるようにするとともに、円滑な事務執行に配慮した制度としてください。

また、基金事業の効果を検証するとともに、利用者や事業者等の実情を踏まえ、事業者の経営安定化や適正なサービスが確保され、法の抜本的な見直しへの対応や施設の安定的な運営ができるよう「事業運営安定化事業」、「障がい者自立支援基盤整備事業」等の必要な事業については、継続、拡充等、事業の制度化を図ってください。

４　「障害者の権利に関する条約」の早期批准に向けた取り組みについて

　　　障がい者が地域で生活するためには、そのための支援策とともに、地域における差別をなくしていくための取り組みが推進される必要があります。障がい者の権利に関しては、平成１８年１２月、国連総会で「障害者の権利に関する条約」が採択され、平成２０年５月に発効しました。また、平成１９年９月に我が国は条約の意義を認め署名を行っています。

以上のことから、障がい者差別の解消に向けて、実効性のある取り組みがなされるよう、「障害者の権利に関する条約」の早期批准に向けた関係国内法の整備等を着実に進めてください。

５　生活福祉資金修学資金貸付制度における民生委員意見書添付要件の廃止等について

生活福祉資金修学資金貸付制度における民生委員意見書の添付要件を廃止してください。

また、生活保護世帯については、大学等在学中の生活資金も生活福祉資金更生資金（技能習得費）貸付制度において貸付できるよう特段の配慮をしてください。
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６　介護保険制度における低所得者及び障がい者への適切な配慮について
　　平成１８年４月から施行されている改正介護保険制度において、第１号被保険者の保険料については、第２段階を細分化し、負担がより困難な高齢者に対するさらなる負担軽減が図られましたが、国民年金法改正の経過の中で受給資格が得られなかった在日外国人無年金高齢者についても、保険料第１段階が適用される老齢福祉年金受給者との保険料の軽減等に係る格差を解消してください。

また、障がい者が安心して介護保険サービスを利用できるよう、障がいの状況に応じたコミュニケーション支援等の条件整備を図るとともに、障がい者固有のニーズに応じた十分な保健福祉サービスが利用できるよう配慮してください。

７　母子家庭の自立支援策の充実について

母子家庭の自立を支援するため、今後展開される母子家庭対策については、その生活実態を踏まえた、真に実効性ある施策を講じる必要があります。そのため、特に以下の点に配慮し、今後の総合的な母子家庭等対策を展開してください。
（１）生別母子家庭にとって、住居問題は離婚直後直面する急務な課題であることから、期間を限定した家賃補助制度を創設してください。

（２）市及び福祉事務所設置町における母子寡婦福祉施策の取組みが地域隔差を生じることなく推進されるよう、事業実施に必要な財源を十分確保し、現状以上に地方へ負担を求めることのないよう配慮してください。

（３）最近の経済情勢の変化により母子家庭の母等の正規雇用が一層困難となっていることに鑑み、正規雇用の促進について真に実効性あるものとするため、各種助成金の拡充等、事業主への更なるインセンティブを検討してください。

８　在日外国人等の無年金者、低額年金受給者及び無年金障害者に対する救済措置について

　　昭和５６年及び６０年の国民年金法改正の際に、国民年金の受給資格が得られなかった、及び現在満額の年金を受給できていない在日外国人に対し、必要な救済措置を講じてください。

また、「特定障害者に対する特別障害者給付金の支給に関する法律」の附則に定められた在日外国人障がい者等への福祉的措置についての検討を早期に行い、所用の救済措置を講じてください。
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９　大学卒業生等の就職に係る公正な採用選考の取り組みについて

平成１０年、大阪府内において、調査会社が企業の採用選考に係って、府条例に違反して部落差別等につながる調査を行っていたことが明らかとなりました。また、大阪府が把握した府内の大学等における問題事象もなお、数多く報告されています。かかる観点から、なお一層企業啓発等を推進していくことが重要であり、このため、次の措置を講じてください
（１）雇用に際しての人権侵害事象の発生を防止するため、ＩＬＯ第１１１号条約の早期批准に加え、雇用について差別的待遇を受けない権利を保障するよう、労働関係法の整備等必要な措置を講じてください。

（２）近年、自社ホームページによる求人や採用ポータルサイトの活用が増加する中、エントリーシート等における問題質問項目も多く見られることから、インターネット求人を行う求人企業に対して、特段の啓発強化を講じてください。また、採用業務代行業者に対しても公正採用選考に関する啓発策を講じてください。
（３）面接時に「家族状況」に関する質問をはじめとした問題事象が数多くあることを踏まえ、事前に採用面接マニュアルを作成することなど、より踏み込んだ啓発・指導方策を講じてください。

１０　就職困難者等に対する雇用・就労支援施策の構築について

障がい者、母子家庭の母親、中高年齢者などの就職困難者等に対する雇用・就労支援施策を講じるにあたっては、国において地域を主体とした事業立案をしてください。

また、地域職業相談室を増設するなど、身近な地域での職業紹介機能を充実させるとともに、地域における住民福祉の担い手である地方公共団体を主体とした事業を構築し、財政的支援等、積極的な支援措置を講じることにより、就職困難者等に対するきめ細かな支援体制を構築してください。

さらに、就職困難者等の生活の安定を保障し、職業訓練に専念できる環境を整えるためには、訓練生の状況に見合った支援が必要であることから、訓練手当については所得要件の統一、所得による支給額の減額等により、限られた一般財源を有効に活用し、訓練手当が真に必要な者に支給できるよう、弾力ある制度に改めてください。
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１１　 障害者虐待防止法（仮称）の検討について

「障がい者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障がい者等の権利の擁護のために必要な援助」は、障害者自立支援法第７７条において市町村の地域生活支援事業に位置づけられていますが、対応にあたっての法整備等が課題となっています。

障害者虐待防止法（仮称）の整備を進めるに当たっては、地方公共団体の意見も取り入れた検討を行ってください。
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農林水産省
１　府内食肉地方卸売市場への支援措置の拡充・強化について

　　平成１４年度に、府内食肉地方卸売市場の機能強化が図られるよう、市場の統合・民営化を図ったところです。

その後、未だに国内においてＢＳＥが発生するとともに、米国におけるＢＳＥの影響もあり、牛肉の消費量が減少傾向にあるなど、食肉流通業界とりわけ市場の運営並びに中小食肉事業者は、極めて大きな影響を受けています。しかしながら、国における支援策は、市場の運営主体が株式会社の場合、融資制度に止まっております。

市場の運営主体が民営・公営を問わず、市場の円滑な運営のため、必要かつ十分な支援措置の一層の拡充・強化を図ってください。また、将来の食肉産業を担う後継者の育成など、地域活性化のための支援策を講じてください。

２　牛せき柱の円滑な処理の促進による畜産リサイクルの推進について

　　安全で安心な食肉を消費者に供給するため、特定部位の焼却処理がなされるとともに、平成１５年度から牛せき柱の食用及び飼料・肥料への利用が禁止されたことにより、牛せき柱は分別処理されることになりました。これにより、食肉関連事業者などでは、従前有価物であったものの焼却による損失や新たなコスト負担などが生じています。

このため、平成１６年度以降、国における支援策として、牛せき柱について、畜産リサイクルの推進と飼料用動物性油脂等の安定供給を図るための事業が実施されています。

平成２２年度以降も、牛せき柱の円滑な処理を促進し、畜産リサイクルの推進などを図る観点から、引き続き同様の支援を講じられるなど、食肉関連事業者への十分な支援策を講じてください。
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経済産業省
１　皮革産業振興対策について

皮革産業振興対策について、皮革産業の歴史的な社会的背景を踏まえ、業界や産地の新たな発展を図っていくため、国においては地域の事情に応じた柔軟かつ積極的な施策を講じてください。

また、関税割当制度の維持・存続と輸入枠の拡大抑制に努められるとともに、皮革関連事業者が国際競争に耐えられるよう、業界の実情を踏まえた施策の充実に努めてください。

２　インターネット等を利用した差別行為の防止対策について
（１）高度情報化社会の進展に伴い、インターネット等を悪用して、同和地区の名称、所在地等の情報を流布したり、特定個人・団体や不特定多数を誹謗・中傷するなど悪質な差別事象が多数発生しております。

特に不動産物件の周辺地情報に関して、同和地区の所在地等の情報を掲示板に書き込む等の事例も多数発生しているところです。

こうした状況を踏まえ、人権尊重の視点に立ち、現行法では対応できない差別表現の取扱いについて、事業者が自主的な基準を設置するべく努力義務を定めた法制度を創設するとともに、差別行為及び差別助長行為の防止に向けたプロバイダー責任制限法の改正などの有効な法規制の措置を講じてください。また、関係団体に対しても自主規制を強化するよう指導してください。

（２）インターネット上での街並み画像閲覧サービスや、航空写真画像に古地図を重ね合わせる機能が提供されているサービスなどについては、そのサービスを悪用した人権侵害などが危惧されているところです。
　　　　こうした状況を踏まえ、現状把握に努められるとともに、適切な措置を検討してください。

３　土地に関する差別調査への対応について

　　土地の購入やマンションの開発等の候補地調査において、部落差別につながる情報の収集・報告が行われていたことが判明し、同和地区に対する忌避意識、差別意識を助長することが懸念されるため、現在、大阪府では実態の把握・解明に努めているところです。

　　ついては、このような調査は全国で行われていると考えられるため、現状及び実
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態を把握されるとともに、再発防止に向けた適切な措置を講じてください。
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国土交通省
１　住環境整備事業の一層の促進を図るため、改善推進事業において以下の措置を講じてください。

（１）まちづくり協議会活動経費の地元負担の軽減を図ってください。

（２）移転費及び仮住居等借り上げ費の限度額を引き上げてください。
２　公営住宅整備事業等および住宅地区改良事業等の一層の促進を図るため、以下の措置を講じてください。

建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく基本的な方針に定められた平成２７年までの目標耐震化率を達成するため耐震診断・改修に要する費用について交付率を引き上げてください。

３　公営住宅管理制度の見直しについて、以下の措置を講じてください。

（１）公営住宅の近傍同種住宅家賃が市場家賃を的確に反映できるよう、現行の算定方法を見直してください。

（２）子育てに適した環境の確保と、公営住宅のコミュニティ活性化促進のため、小学校就学の子どものいる子育て世帯についても入居収入基準を緩和してください。

（３）団地内において、公営・改良住宅が混在していることから、地域の実情に即して、公営・改良住宅間の相互の住替えを可能とするよう、弾力的に運用してください。

４　あんしん賃貸支援事業と福祉施策等との連携について

「あんしん賃貸支援事業」の事業対象者（高齢者、障がい者、子育て世帯、外国人）に対する民間賃貸住宅への円滑入居と居住の安定の確保を図れるよう、あんしん賃貸支援事業と連携できる福祉施策等とその活用方策を事業対象者ごとに示してください。
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５　土地に関する差別調査への対応について

土地の購入やマンションの開発等の候補地調査において、部落差別につながる情報の収集・報告が行われていたことが判明し、同和地区に対する忌避意識、差別意識を助長することが懸念されるため、現在、大阪府では実態の把握・解明に努めているところです。

　　ついては、このような調査は全国で行われていると考えられるため、現状及び実態を把握されるとともに、再発防止に向けた適切な措置を講じてください。
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警察庁
１　「探偵業の業務の適正化に関する法律」の見直しについて

２００７（平成１９）年６月に「探偵業の業務の適正化に関する法律」が施行されたが、調査業者等による戸籍謄本等の不正入手事件が全国で発生しており、差別的な身元調査に利用されるおそれが懸念されます。

戸籍謄本等を不正入手するなどの情報収集行為は、「実地の調査」には当たらないことから同法に定義された探偵業務とはならず、現行法では規制できない状況です。

ついては、事件の再発防止、人権擁護の観点から、調査業者に対する実効性のある規制が可能となるよう、所要の措置を講じてください。

２　インターネット上の人権侵害対策取組の強化について
高度情報化社会の進展に伴いインターネット等を悪用して、同和地区の名称、所在地等の情報を流布したり、特定個人・団体や不特定多数を誹謗・中傷するなど悪質な差別事象が多数発生しております。
  　こうした状況を踏まえ、人権尊重の視点に立ち、インターネット・ホットラインセンターに寄せられた通報で、運用ガイドライン対象外のものであっても、人命保護や犯罪防止の観点から関係機関に提供されているところですが、特に悪質な差別事案等についても、情報提供を行うとともに適切な対応を促してください。
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